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監査の結果に基づき、措置を講じた旨の通知があったので、地方自治法（昭和２２年法
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監査結果に基づく措置通知書  

 

監 査 の 種 類 
出資団体監査  

(公益財団法人堺市公園協会) 

監 査 実 施 期 間 令和 4 年 8 月 1 日  ～  令和 4 年 12 月 21 日  

措置を講じた部局等 
建設局  公園緑地部  公園監理課  

公益財団法人堺市公園協会  

指  摘  事  項  等  措置内容  所管部課等  

２  経理について    

(1) 協会が作成した財務諸表におい

て、以下のものがあった。  

  

   

ア  定期預金等の利息について、

発生基準に基づき会計処理すべ

きところ、協会では、現金基準

により利息を収受した会計年度

に計上していた。  

御指摘を受け、令和 3 年度

までに発生している未収利息

については、令和 4 年度に過

年度分として計上し、令和 5

年 5 月開催の理事会で決算報

告し承認を得ます。  

なお、令和 4 年 12 月 27 日、

総務課長が総務グループ会議

で監査指摘事項を共有のうえ

現金基準ではなく、発生基準

で処理することについて、指

導を行いました。また、再発

防止策として、決算前チェッ

クリストに定期預金等は発生

基準に基づき処理する項目を

追加しました。  

公 益 財 団 法 人 堺

市公園協会  

   

イ  協会が取り扱う商品（トート

バッグ）は、販売を外部に委託

しており、本来、商品の売上額

（収益）と委託先に支払う手数

料（費用）をそれぞれ総額で計

上すべきところ、売上額から手

数料を控除した差額のみを収益

として計上していた。  

御指摘を受け、令和 4 年度

から売上額（収益）と手数料

（費用）をそれぞれ総額で計

上し、令和 5 年 5 月開催の理

事会で決算報告し承認を得ま

す。  

なお、令和 4 年 10 月 13 日、

総務課長が総務グループ員に

公 益 財 団 法 人 堺

市公園協会  
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監査指摘事項を共有のうえ、

今後は、収益と費用を分けて

計上することについて、指導

を行いました。また、再発防

止策として、委託先への請求

書に販売額（収益）と販売手

数料（費用）を分けて記載す

ることとし、その内容を総務

課長が確認するようにしまし

た。  

   

４  事業運営について    

(1) 協会は、堺市公園協会・南海ビ

ルサービス共同体の代表団体とし

て堺市都市緑化センターの指定管

理業務を行っている。  

指定管理業務の基本協定書にお

いて、指定管理者は指定管理業務

の収支と自主事業の収支は別に把

握するものとするとされている。

また、共同体の業務分担において、

事業報告書の作成については協会

が担うこととされている。  

しかし、協会は自主事業として

堺市都市緑化センター内に設置し

ている自動販売機 4 台分に係る電

気代 21 万 8,792 円を、自主事業の

費用として計上すべきところ、指

定管理業務の費用として計上し、

事業報告書を作成していた。その

結果、指定管理業務に係る費用が

過大表示となっていた。  

御指摘を受け、令和 4 年 10

月 14 日に指定管理業務の基

本協定書を再確認し、協定書

に基づき修正した令和 3 年度

の都市緑化センター事業報告

書を令和 4 年 11 月 1 日に所管

課へ提出しました。  

今後は、再発防止策として、

自主事業の費用と指定管理業

務 の 費 用 を 明 確 に 分 け る よ

う、期中及び期末の確認作業

を行うこととします。  

公 益 財 団 法 人 堺

市公園協会  

   

(2) 協会は、駐車場運営等事業を実

施するに当たり、駐車場利用者か

らの料金徴収を含む駐車場維持・

車両案内業務を事業者に委託して

いる。  

御指摘を受け、令和 4 年 9

月 18 日から大仙公園西駐車

場の精算確認を 2 名体制で行

い、担当グループ長、担当課

長が日報により履行確認を毎

公 益 財 団 法 人 堺

市公園協会  
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  令和元年 8 月に協会が管理する

駐車場において、売上金の一部を

紛失する事故が発生し、これを受

けて協会は、市と協議の上、同年

9 月に駐車場管理運営マニュアル

を作成したとのことである。マニ

ュアルでは、駐車場の営業終了後、

運営担当者が、売上金の確認、金

種 表 の 作 成 、 料 金 回 収 袋 へ の 入

金・施錠・運搬の全て（以下「売

上金の確認等」という。）を必ず 2

人で行うこととされている。  

しかし、そのことについて、協

会から事業者に対する指示が何ら

行われていなかったため、マニュ

アルどおりの運営が実施されてい

なかった。  

週行っています。  

令和 4 年 9 月 30 日、マニュ

アルの内容について、担当グ

ループ職員を集め業務課長か

ら周知を行いました。  

 

御指摘を受け、令和 4 年 10

月 17 日に公園協会より 10 月

16 日に撮影した履行状況（料

金確認時の 2 名体制）確認写

真 の 提 出 を 受 け 確 認 し ま し

た。  

今後は、適宜公園協会に履

行状況の確認を行います。  

 

 

 

 

 

 

公園監理課  

 


